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Abstract

　Orthognathic treatment for jaw deformity is performed to improve skeletal malocclusion, functional 
disorders, and the aesthetics of the face from the frontal and lateral aspect. It is important to understand 
the dentofacial stability of the jaw after surgical orthodontic treatment. In this review, we survey the 
literature concerning postoperative stability for all types of orthognathic maxillary for jaw deformities.
１．  The postoperative stability of single-tooth dento-osseous osteotomy and anterior segmental maxillary 

osteotomy was good, but that of maxillary posterior segmental osteotomy was poor.
２．  Following two-jaw surgery (Le Fort Ⅰ osteotomy and sagittal splitting ramus osteotomy or intraoral 

vertical ramus osteotomy), the anteroposterior position of the upper/lower jaws and the overjet were 
stable. However, the vertical position of the upper/lower jaws was unstable, the overbite tended to 
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Ⅰ．はじめに

　顎変形症は，審美的，機能的，心理的障害を伴い，治
療すべき疾患の一つである．顎変形症に対する治療は，
下顎骨中心の骨切り術から発展してきたが，近年，麻酔
技術の向上により，上顎骨に対し様々な術式が行われる
ようになってきた．また一方で，顎矯正手術だけでなく
術後矯正治療や保定時における顎態の術後安定性につい
ては大きな課題であり様々な報告を認める．
　そこで，今回我々は，上顎骨に対する外科的矯正治療
の術後安定性について，上顎骨に対する歯槽骨切り術，
Le Fort Ⅰ型骨切り術，上顎骨延長法に関して文献を
基に検討した．

Ⅱ．術式による術後安定性

A．上顎歯槽部骨切り術
１． Single-tooth dento-osseous osteotomy （単一歯

歯槽骨切り術）
　単一歯歯槽骨切り術について初めに報告したのは，
Bell（1973）１）であり，上顎前歯部の１～２歯の歯槽骨部
の外科的移動術の臨床応用について検討している．強直

歯には，corticotomyは無効なことが多く，segmental 
osteotomyの１つとして，Epkerら２，３）は個々の歯およ
び周囲歯槽部を１単位として切離し，目的の位置に骨片
を固定し骨の再癒合を図る外科的矯正術として単一歯歯
槽骨切り術を応用し，さらに術後の良好な経過を得たと
報告した．
　本法の適応は，強直歯（癒着歯）のように矯正治療によ
る歯の移動が不可能な症例，補綴治療が困難あるいは不
可能な症例，捻転歯，高度傾斜歯，高度位置異常歯，離
開など矯正治療だけでは多大な時間を要し，かつ歯根吸
収などの副作用の危険性が高いと判断されるような場合
である．術式は，歯根周囲の歯槽骨を切離し，歯と歯槽
骨を一塊として上顎体から切り離し，目的の位置に移動
するもので，１回法と２回法がある．２回法では口蓋側
の骨切り後，４週間後に唇側の骨切りを行う．本法は，
corticotomyに比べ治療期間が短く，個々の歯を短期間
でしかもあらゆる方向に移動可能であり，長期間の固定
が不要で，術後安定性が良く，良好な審美性を得られる
などの利点がある．一方で，歯根吸収や骨喪失，歯の脱
落，失活，動揺などが生じた報告１，４）もある．
　術後安定性については，強直，後戻り，動揺等の臨床

decrease, and it was thought that the vertical stability depended on the patientʼs dentofacial state at 
the first examination. 

３．  Although maxillary bone lengthening by distraction osteogenesis was subject to relapse from 6 months 
to 1 year after the surgery, it tended to become stable thereafter.

　Key words：orthognathic treatment, jaw deformity, postoperative stability

抄　　録

　顎変形症患者における外科的矯正治療は，正貌，側貌を含めた審美性，上下顎骨の前後的，垂直的，水平的不調和
による骨格性咬合不正と，機能的障害を改善する目的で行われる．外科的矯正治療の評価をする上で，外科的矯正治
療後における顎態の術後安定性を把握することは重要である．本稿では，顎変形症の手術の内，上顎骨の形態異常に
対する骨切り術および上下顎移動術の術式ごとの術後安定性について文献を基に調査した．
１　 単一歯歯槽骨切り術，および上顎前歯部歯槽骨切り術の術後安定性は良好であるが，上顎臼歯部歯槽骨骨切り術

の術後安定性が低かった．
２　 Le Fort Ⅰ骨切り術と下顎枝矢状分割法および下顎枝垂直骨切り術の上下顎移動術の術後安定性について，上

下顎骨の前後的位置およびoverjetは安定しているが，上下顎骨の垂直的位置およびoverbiteは多様な変化があ
り，初診時の顎態の状態に依存することが考えられた．

３　 上顎骨延長法の術後安定性は，術後６か月～１年までに後戻りを認め，それ以降は変化がなく安定する傾向にあっ
た．

　キーワード： 外科的矯正治療／顎変形症／術後安定性
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b．上顎臼歯部歯槽骨切り術
　上顎臼歯部歯槽骨切り術は，1955年Schuchardt14）に
より前歯部開咬の外科的治療法として初めに報告され
た．
　本法の適応症は，上顎前歯部歯槽骨切り術の場合とは
対照的に，上顎前歯部には異常がなく，臼歯部に形態異
常が認められる症例である．つまり上顎後方部の垂直的
過大を主たる要因とする開咬症例に本法を適用すること
により上顎臼歯部の上方移動とそれに伴う下顎骨の反時
計方向の回転を生じさせることで開咬の改善が期待でき
る場合や，上顎歯列弓幅径が狭窄または広い症例で，片
側性あるいは両側性に臼歯部の拡大または縮小を行うこ
とで臼歯部の水平的咬合の改善が期待できる場合であ
る．術式は，上顎の両側臼歯部歯槽骨の骨切りを行い，
臼歯部歯槽骨片を上方あるいは側方に移動させる方法で
ある（図１B）．
　本法の術後安定性について，術後早期に高度の後戻り
をきたしやすいとの報告15，16，17）があり，その原因とし
て異常な舌癖，臼歯部歯槽骨切り部の不完全な骨切り，
骨切り部である臼歯歯槽部に付着し上唇へ走行している
頬筋の作用，手術前後の口腔内容積と舌容積との不調和，
短すぎる顎間固定などが考えられている．Nwoku17）はこ
れらの原因に注意を払いながら，上顎臼歯部歯槽骨切り
術による開咬治療を行ったが，全ての症例で後戻りが生
じたと報告した．一方，Schwenzer18）は開咬症例に対し
て上顎臼歯部歯槽骨切り術後，５週間の顎間固定を行い，
部分的な後戻りを認めただけの良好な成績を報告した．
そして本術式の後戻りの原因は，上顎臼歯歯槽部が後戻
りするのではなく，術中の至適強度を超えた顎間固定に
より下顎窩から関節突起が引き出されて固定されたた
め，顎間固定解除後に関節突起が元の位置に戻り咬合に
異常が発生するのであろうと述べている．一方，菅原
ら19）は，骨格性開咬の外科的矯正治療に際し，本法が術
後の安定した咬合を維持できる術式であると考え，術後
５年間の経過観察で後戻りのない安定した咬合が維持で
きたことを報告している．

B． Le Fort Ⅰ型骨切り術，馬蹄形骨切り併用Le Fort 
Ⅰ型骨切り術

　Le Fort Ⅰ型骨切り術の名称は，Le Fort（1901）が上
顎骨の骨折をLe Fort Ⅰ，Ⅱ，Ⅲの３型に分類したこ
とに由来している．Le Fort Ⅰ，Ⅱ，Ⅲ型の中でも，最
も多く施行されているLe Fort Ⅰ型骨切り術ついて述
べる．

症状やX線所見による根吸収や内部吸収によって判定可
能であるが，ほぼ満足のいく結果が得られ，術後の安定
性も良好であると鎌倉ら５）は報告している．北村ら６）は，
強直歯の３例５部位ならびに捻転歯の２例４部位に対し
て単一歯歯槽部骨切り術による外科的矯正術を施行し，
術後２年以上で後戻りもなく良好な結果が得られたと報
告している．しかし，１例において，各骨片（３部位）の
移動量が比較的大きく，脱脂脱灰凍結乾燥同種骨の移植
を行ったが，同症例の１歯が軽度に後戻りを生じたこと
から骨片の数が複数個でそれらの移動量が大きい場合に
は固定期間の延長や若干のovercorrectionも必要であ
ると述べている．

２．Segmental maxillary osteotomy
a．上顎前歯部歯槽骨切り術
　上顎前歯部歯槽骨切り術による上顎前突症の手術を最
初に記載したのはCohn-Stock（1921）７）であり，その後
改良されWassmund（1935）８）は抜歯部の歯槽骨切除と
梨状口に至る水平骨切り，鼻中隔下方部切離などを行い，
盲目的に上顎前方歯槽部の完全可動化をはかった．さら
にWunderer（1962）９）は直視下に鼻中隔下方部を切除す
る方法を報告し，今日ではWassmund-Wunderer法と
して用いられている．
　本法の適応症は，形態異常が上顎前歯部に限局し，臼
歯部には大きな問題点が認められない症例，つまり上顎
前歯の唇側傾斜を伴った上顎前突症，前歯部の開咬を
伴った上顎前突症で，臼歯部の咬合高径を変化させる必
要のない症例である．術式は，両側上顎第一小臼歯を抜
去し同部にできたスペースの歯槽突起を垂直的に切除
し，その先端から前歯根端上方を通り梨状口に向かって
水平的に骨切りし，両側第一小臼歯間の硬口蓋のV字形
骨切りを行い，前方の骨片を後方に移動させるものであ
る（図１A）．
　本法の術後安定性について，術後に大臼歯部の咬合が
変化せず，周囲付着筋などの軟組織の影響を受け難いた
め，移動骨片をチタン製ミニプレートで固定した場合，
術後安定性は高く後戻りはほとんど認められず10，11），
術後18か月において移動骨片の変化量と術後安定性の
程度に関連は認められなかった11）．生体内吸収性ミニプ
レート（PLLA製プレート）はチタン製と比較して強度
が劣るが，これを用いた場合でもチタン製と比較し術後
安定性に有意差は認めず有用であったと報告されてい
る12，13）．



― 34 ― 九州歯会誌　第70巻第２号　2016

骨を上方や後方に容易に移動できるよう，馬蹄形骨切り
のデザインが1975年にHallらによってtotal alveolar 
osteotomy の名称で報告され29），その後いくつかの改
良法が考案され30，31），Bellら（1977）32）が馬蹄形骨切りと
Le Fort Ⅰ型骨切り術と併用する術式として紹介した．
　Le Fort Ⅰ型骨切り術は，上顎骨，特に歯槽基底部
および歯槽部の三次元的形態異常を伴うほとんどの症例

（上顎後退症，中顔面の陥凹を伴う下顎前突症，水平的
に咬合平面の傾斜を伴う顔面非対称症例，上顎骨の左右
非対称症例）で，ClassⅡ～ ClassⅢ，short face ～ long 

　上顎骨の形態異常に対する顎矯正手術は，部分的な骨
切り術から発展し，上顎歯列を含む骨片を三次元的に移
動 す る 全 上 顎 骨 切 り 術 へ と 進 化 を 遂 げ，1927年 に
Wassmund20）によってLe Fort Ⅰ型骨切り術が最初に
報 告 さ れ た． さ ら に，Obwegeser21，22，23，24）やBell
ら25，26，27）により改良され，重度の下顎前突症や上顎劣
成長を伴う下顎前突症に対しLe Fort Ⅰ型骨切り術に
よる上顎骨前方移動と下顎枝矢状分割法による下顎骨後
退を同時に行う上下顎移動術（Two-jaw surgery）が，
Obwegeser（1970）28）によって報告された．また，上顎

図１　 上顎前歯部歯槽骨切り術（A），上顎臼歯部歯槽骨切り術（B），Le 
Fort Ⅰ型骨切り術（C），および馬蹄形骨切り術（D）の模式
図.（D）は，別冊Quintessence　口腔外科YEAR BOOK　口腔
外科ハンドマニュアルʼ11　日本口腔外科学会編　クインテッセ
ンス出版株式会社P226の図を改変.



― 35 ―上顎骨に対する顎変形症治療の術後安定性 （黒石 他）

　本邦で最も多く行われている上下顎移動術は，Le 
Fort Ⅰ型骨切り術と下顎枝矢状分割術あるいは下顎枝
垂直骨切り術の組み合わせであるため，これら術式の術
後安定性について述べた文献を基に，上顎骨，下顎骨，
歯系に分けて検討する．
　上顎骨の術後安定性について，賓ら（1994）43）は骨格
性反対咬合患者に対する上下顎移動術適用例の長期安定
性（保定５年以上経過）に関し，上顎骨では平均変化量が
前後的に-0.2mm，垂直的に0.2mmと小さく，上顎骨は
長期的に安定していると報告しており，大森ら（1988）44）

も同様に後戻り変化は少なく安定していたと述べてい
る．岩見ら（1997）45）は，上下顎移動術を受けた下顎前
突症患者における顎顔面形態の術後変化を術直後から２
年以上観察し，上顎骨は水平的に顎間固定中に後方への
後戻りが認められ，前方移動量と後戻り量間に有意な相
関が認められたが，後戻り量は平均0.2mmと極めてわず
かで水平的に安定していたと述べている．彼らは，全症
例で上顎骨を前下方へ移動させており，術後の上顎骨の
垂直的な位置は，顎間固定除去時から術後３か月までの
期間に著明な上方への後戻りを示した症例が多かったと
報告している．松下ら（1998）46）の報告では，上顎骨の
移動方向によらず上方へ変位する傾向が認められたとし
ている．一方で，賓らの報告64）では，研究対象のほとん
どで上顎骨を前上方移動しており，その術後は安定して
いたと述べられている．またProffitら（1991）47，48）の報
告では，Le Fort Ⅰ型骨切り術を行った骨格性Ⅲ級不正
咬合の患者で，上顎骨の前方移動の術後の短期変化で，
前上方移動では極めて安定していたが，前下方移動では
上方への垂直的後戻りが生じやすいと報告している．ま
た，Bakerら（1992）49）は，Le Fort Ⅰ型骨切り術で上顎
骨の下方移動を行った症例の術後12 ～ 58か月の長期安
定性について報告し，19症例中14症例で長期安定性が
得られたと述べている．しかし，19症例中５症例で後
戻りを認め，上顎骨の下方移動が５mm以上の症例で後
戻りが生じたと報告している．したがって，上下顎移動
術における上顎骨の術後安定性については，前後的位置
は安定しているが，上下的位置，特に下方移動時の術後
安定性に問題が残るため注意が必要であると考えられ
る．
　また，馬蹄形骨切り術併用Le Fort Ⅰ型骨切り術に
おける上顎骨の術後安定性についても報告されており，
小林らは（2004）42）骨格性の計測点の変化の平均値はそ
の計測期間（術後２週間～１年）を通じ上下的にも前後的
にも0.5mm以下で極めて安定していると報告し，さらに

face，奇形症候群（第１第２鰓弓症候群，Treacher-
Collins症候群），開咬症など適応範囲は極めて広い．下
顎前突の治療に関して，Obwegeserは15mm以上の下顎
後退を必要とする重症な下顎前突症では，下顎枝矢状分
割法のみでは，満足な審美性の改善を得られず，さらに
分割部骨片の接触面積が狭くなるので単独で行うべきで
はないと述べており，高橋ら（2004）33）は，12 ～ 13mm
以上の下顎骨後退を必要とする下顎前突症では，上下顎
移動術を考慮すべきであると述べている．本法は，Le 
Fort Ⅰ型骨折線に沿って骨切りを行い，鼻腔底の直上，
梨状孔側縁から両側の頬骨突起下部を上顎洞前壁，およ
び側・後壁を経て翼口蓋窩部で，上顎の骨片を完全に遊
離させ，顔貌および咬合状態の理想的な位置に上顎を移
動させる方法である（図１C）．本法の利点は，移動量が
大きい下顎前突や開咬症例，顔面非対称症例，ガミース
マイルを含む上顎骨の垂直的な問題をもつ症例など幅広
い顎変形症に適用でき，簡便かつ確実であることである．
欠点として，手術時間の延長，またそれに伴い出血が多
くなること等が挙げられる34）．また，中顔面が陥凹した
ClassⅢ症例に対し，Le Fort Ⅰ型骨切り術原法よりか
なり高位に設定したLe Fort Ⅰ型骨切り術変法（High-
Le Fort Ⅰ Osteotomy）が考案され35），眼窩下縁に手
術侵襲を加えずにLe Fort Ⅱ型骨切り術とほぼ同様の
結果が期待できる方法もある36，37，38，39）．
　Le Fort Ⅰ型骨切り術では対応が困難となるような
ガミースマイルやlong face，開咬症などに対しては，
馬蹄形骨切り術の併用Le Fort Ⅰ型骨切り術が適応と
なる．通法のLe Fort Ⅰ型骨切り術のdown fracture
後に，下行口蓋動脈を避けて，その外側から上顎洞底を
前方に骨切りし，さらに前鼻腔底を横切る骨切りを行い
歯列骨片と口蓋骨片とを馬蹄形に分割する術式である

（図１D）．最近では，改良型の馬蹄形骨切りとLe Fort
Ⅰ型骨切り術と併用する術式が考案され（Yoshiokaら

（2011），Tominagaら（2016））40，41），さらに上顎骨単独
骨切り術も紹介されている41）．本法の利点は，固有鼻腔
が狭くならないこと，経鼻挿管下でも上顎の上方移動が
障害されないこと，下行口蓋動脈損傷の危険性が低いこ
と，そしてほぼ予定通りの上顎歯列骨片の上方移動が得
られることである．さらに，上顎前歯部の位置を変えず
上顎後方部を上方へ挙上することで，下顎の時計方向の
回転移動の要素を添加しオトガイ後退量の増大効果が得
られる．欠点としては術式がやや煩雑になり，口蓋裂を
有する患者には適用できず，臼歯部歯根損傷の可能性が
あることが挙げられる42）．



― 36 ― 九州歯会誌　第70巻第２号　2016

上下顎前歯ともに極めて小さく，全症例でほぼ良好な前
歯部被蓋が維持され，安定した状態にあると報告してお
り， 賓 ら64）と 同 様 の 結 果 で あ っ た． ま た， 川 元 ら

（1998）56），石山ら（2003）54）も，下顎骨切り単独群，上
下顎移動群ともにoverjetの変化はわずかで比較的安定
していたと報告している．術後の上顎前歯歯軸の唇側傾
斜傾向について多く報告され44，45，46，56），これにより下
顎の前方への後戻り変化が補正され，適正な前歯部被蓋
を獲得できていると考える．Overbiteについては，上下
顎移動術を適用した症例で概ね安定しているとする報
告44）もあるが，やや減少傾向にあるが負のoverbiteにな
るほどではないといった報告43，45，46）が多く，川元ら

（1998）56）は下顎骨切り単独群，上下顎移動群の両群で
減少傾向にあると報告している．上下顎骨の垂直的位置
およびoverbiteは，初診時の顎態に依存する傾向が考え
られ，前歯部における垂直方向の安定を図ることは，下
顎骨単独手術，上下顎移動術いずれの術式においても今
後の課題であると考えられる．

C．上顎骨延長法
　仮骨延長法は，1905年にCodivillaの脚延長法として
最初に報告され57），1950年代にはIlizarovらによって円
筒形の創外固定装置を用いた脚延長が試みられるように
なった．Ilizarov法では，延長部の骨皮質のみを切開し，
骨髄の連続性を保ちながら骨を牽引することにより骨延
長をはかる方法58）であった．それに対し，1987年にDe 
Bastianiらが報告した仮骨延長法59）は，Ilizarov法と同
様に骨皮質切開を行うが，約２週間の待機期間を設け切
開部の仮骨形成を待ち，その後牽引力を加え持続的に延
長する方法あった．顎骨への臨床応用は，1992年に
McCarthyらが初めて報告60）し，下顎骨への仮骨延長法
の応用例として小下顎症，第一第二鰓弓症候群が治療さ
れた．また，唇顎口蓋裂で著しい上顎骨劣成長による反
対咬合を呈する患者では，上下顎同時移動術による対応
では上顎骨の前方移動量に限界があり，顔貌や咬合が十
分に改善されないことがある．この改善策として上顎骨
延長法が応用されるようになった61，62，63，64）．
　顎骨の骨延長法は，顎変形症治療のオプションの１つ
として位置づけが確立しつつあり，顎変形の程度が著し
く，従来まで行われていた一期的な顎骨の移動による外
科手術では対応が困難な症例に適用される．本法の適応
症は，著しい上顎骨劣成長を呈し，Le Fort Ⅰ型骨切り
術による治療が困難な顎変形症，または口蓋裂に伴う上
顎骨劣成長，クルゾン病などの中顔面劣成長症例である．

吉岡らも（2007，2009）50，51）術後１年以上経過時におい
て同様に極めて安定していると報告している．さらに，
原田ら（2000）52）も術後１年において，北村ら（2010）53）

も，術後３か月以内～保定開始時，あるいは術後２年以
上の経過時において，十分な術後安定性が得られていた
と述べており，以上のことから，馬蹄形骨切り術併用
Le Fort Ⅰ型骨切り術の術後安定性は良好であると考
えられる．
　下顎骨の術後安定性について，賓らは43）上下顎骨移動
術適用例で術後矯正中に下顎骨の前方への後戻り変化は
14例中７例に認め，その後のdebonding時から５年後ま
での変化は概ね１mm以下の微小な変化であったと述べ
ている．しかし，垂直的には多様な変化を認め，14例
中12例が外科手術によって上方移動され，術後矯正中
に10例でさらに上方移動を認め，また上顎骨を前上方
移動した開咬を伴ったLong-face症例の中には，長期的
にB点が次第に下方移動を示すものがあったと報告して
いる．石山ら（2003）54）の報告では，上下顎移動群で
N-Meが1.4mm有意に増加し，下顎骨切り単独群では安
定していたとしている．また，岩見ら（1997）45）は，下
顎骨の後方移動量と前方への後戻り量との間には有意な
正の相関が認められ，顎間固定除去時から術後６か月の
間に平均1.4mm前方へ変化したが，術後６か月以降にお
いて有意な変化を示さなかったと報告しており，岩見ら
の下顎枝矢状分割術のみの場合の報告（1996）55）では，下
顎の前方への変化量は平均2.6mmであり，上下顎移動術
を用いた場合の方が下顎骨の前方への後戻り量が少ない
と述べている．また，垂直的には顎間固定除去時から術
後３か月にかけて上方移動を示した症例が多く，一定の
傾向は認めなかったとしている45）．さらに，川元ら56）は，
開咬ならびに下顎非対称を伴う骨格性下顎前突症につい
て保定１年以上経過した顎態変化について，後戻りのみ
られた下顎骨切り単独群の２症例は上下顎移動群と比較
し，下顎の前後方向の大きな後戻り量を示していたと報
告し，また，下顎骨切り単独群３症例中２症例と上下顎
移動群４症例中１症例にMeの垂直方向への１mmの後
戻りを認め，下顎の骨格性後戻り変化は上下顎移動術を
用いた方が少ないと述べている．以上より，下顎骨の前
後的な術後安定性は，下顎骨単独手術よりも上下顎移動
術を用いた方が前方への後戻り変化が少なく，垂直的に
は多様な後戻り変化を示す傾向があると考えられる．
　歯系の術後安定性について，岩見ら（1997）45）は，顎
間固定除去後から術後１年にかけて，上下顎中切歯は平
均すると軽度の唇側傾斜を示し，術後１年以降の変化は
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　本法の術後安定性について，中村ら（2004）67）は，骨
延長器の目盛り上の移動量に対する上顎骨の実際の移動
量は44 ～ 92%であり，手術時の移動量を加えた上顎骨
の総移動量は6.1 ～ 14.0mmであったと報告している．
また，骨延長から１年後に認められた上顎の後戻りは最
大42.9％であったが，後戻りを認めない症例もあったと
述べている．さらに，2006年に原田ら71）は，小児期の
REDシステムの導入においての治療成績について報告
している．CT画像上における延長部の骨化時期と一致
し，術後６か月以降で骨格的な計測点の変化が減少し，
比較的安定する傾向があったと述べている．また，口唇
口蓋裂患児への応用の報告（2012）66）でも，術後変化と
して，骨延長によって大きく前方へ変化した前鼻棘

（ANS）は，術後６か月までは徐々に後方へと変化し，
後戻りは骨延長で前方移動した距離の約20％であり，
術後６か月以降から36か月までに前後的に安定する傾
向があると報告している．
　小児の場合については，長期的な経過では成長に伴う
変化が生じるため，上顎の下方への変化，下顎の前下方
への変化が観察され，overjet，overbiteともに徐々に減
少する傾向があったと報告されている66，71）．
　以上より，上顎骨延長法の術後安定性について，術後
６か月～１年までに後戻り（約20 ～ 40％）を認め，それ
以降は変化がなく安定する傾向にあると考えられるが，
本法の長期の術後安定性についての報告は少なく今後検
討すべき課題と考えられた．

Ⅲ．おわりに

　今回，上顎骨に対する顎変形症治療の術後安定性につ
いて文献に基づき検討したところ，以下の傾向が認めら
れた．
１　 単一歯歯槽骨切り術，および上顎前歯部歯槽骨切り

術の術後安定性は良好であるが，上顎臼歯部歯槽骨
骨切り術の術後安定性は低かった．

２　 Le Fort Ⅰ骨切り術を含む上下顎移動術の術後安
定性について，上顎骨の前後的位置は安定しており，
下顎骨の前後的位置は下顎骨単独手術よりも上下顎
移動術を用いた方が前方への後戻り変化が少なく，
overjetの術後安定性は良好であった．一方で，上
下 顎 骨 の 垂 直 的 位 置 に は 多 様 な 変 化 が あ り，
overbiteは減少する傾向にあり前歯部の垂直方向の
術後安定性については，初診時の顎態に依存する傾
向がみられた．

３　 上顎骨延長法の術後安定性は，術後６か月～１年ま

　本法は，上顎骨骨切り時に骨延長装置を装着し，一定
の待機期間（４～７日）の後，骨延長を開始し，顔貌およ
び咬合状態の理想的な位置に上顎を移動させる方法であ
る．骨延長装置の種類には，創外型と創内型がある．創
外 型 固 定 装 置 の 代 表 の 一 つ にRigid external 
distraction system（REDシステム）62，63），創内型固定
装置の代表の一つにZurichシステムがある．
　本法の利点は，他部位からの骨採取や人工材料が必要
なく，効果が確実で，外科手術による侵襲が少なく，さ
らに皮膚や筋肉などの周囲軟組織の延長や増量が可能で
あり，骨の厚みや高さの延長のみならず，延長部位の機
能の向上を期待できることにある．特に，上顎骨延長法
により上顎骨の大きな前方移動量を獲得することがで
き，従来成長終了時まで成し遂げられなかった咬合・咀
嚼機能の改善が成長途中の段階でも可能となり，口唇口
蓋裂のような小児の患者にとって有用である．一方で，
治療期間が長く，延長装置部の感染リスクといった問題
点がある．REDシステムのような創外型固定装置では，
人目に触れやすく審美的に問題があり，固定源部の顔面
への瘢痕が残るなどの欠点がある．しかし，固定源が歯
槽部になく永久歯胚への影響が少ないため小児にも適用
可能で，しかも上顎の骨切り線の設定や骨延長量の制限
が少ないといった利点もある．一方，創内型固定装置で
は，装置が外部から見えない代わりに，固定源となる歯
槽部に永久歯胚が存在する小児には適用が難しく，上顎
の骨切り線の設定や骨延長量は制限される．したがって，
年齢，顎変形の程度，上顎骨延長の必要量によって装置
を選択する必要がある．
　上顎骨延長法施行後に生じる問題として，外鼻形態の
変化と鼻咽腔閉鎖機能不全がある．症例によって鼻孔が
見えやすくなったり65），上顎の前方移動量が大きいこと
で鼻翼幅の拡大傾向が生じることがある．また，口蓋裂
患者においては，上顎骨前方移動による鼻咽腔閉鎖機能
への影響はより重要な課題であるが，原田ら（2012）66）

は大きな影響を及ぼさずに実施しうると報告し，中村ら
（2004）67）は術前に鼻咽腔閉鎖機能が良好であれば，
10mm以内の上顎前方移動に対して鼻咽腔閉鎖機能を維
持できる可能性が高いと述べ，このような問題は極端に
過大な量の前方移動の際に発生するにとどまるといった
報告もある68，69）．Guyeterら70）も，上顎骨延長術と一期
的上顎骨移動術後の鼻咽腔閉鎖不全の発生頻度について
同等であると述べており，このことから術前，術後の鼻
咽腔閉鎖機能については，極端な例を除きそれほど問題
ではないであろうと考える．
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でに後戻り（約20 ～ 40％）を認め，それ以降は変化
がなく安定する傾向にあった．

　今後も引き続き，顎変形症の治療において，短期的な
術後安定性のみならず，長期にわたる術後安定性を検討
し，それを外科的矯正治療にフィードバックすることで，
より適切な医療を患者に提供できるようにしていきたい
と思う．
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A case report of oral hygiene control with a toothbrushing calendar for a mild autistic child
Kazumasa Morikawa, Yasuhiro Shiono, Wichida Chaweewanakorn, Yasuhiro Takeuchi, Kenshi Maki

Department of Pediatric Dentistry Kyushu Dental University

Abstract

　We report a case of oral hygiene control with a toothbrushing calender as a visual support tool. A 8 
year-old boy patient visited our department with chief conplaint of toothache in left lower molar. There 
were a lot of decayed tooth in his mouth. He had autism spectrum disorder. We performed a comprehensive 
treatment under general anesthesia. After treatment under general anesthesia, the patient brushed his 
tooth after every meal, 3 times a day according to toothbrushing calender. In addition, dentures was 
weared as a space maintainer. It is important the need for cooperation consultation room and home and 
school to keep oral hygiene.

　Key words：autism / visual support tool / token economy

抄　　録

　自閉症患者の歯科診療では写真や絵カードを用いた視覚支援ツールが用いられており，またTSD法や正の強化因
子を用いたオペラント技法と組み合わせることにより効果的な行動調整ツールとなることが知られている．今回われ
われは軽度の自閉症と診断された患児に対して，小学校の養護教諭と連携して歯磨きカレンダーを用いた継続的な口
腔衛生管理を全身麻酔による歯科治療後に行った．食事指導，ブラッシング指導を行った後，視覚支援ツールとして
歯磨きカレンダーを，正の強化因子としてシールを活用することによって，患児の自発的な歯磨きがみられるように
なった．また，全身麻酔治療から５ヵ月後には保隙を目的とした小児義歯を作製した．保護者と学校の養護教諭を対
象に，義歯の着脱，清掃，管理について説明を行った結果，患児は日常的に義歯を使用することができた．自閉症児
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緒　　言

　自閉症患者の歯科診療では，写真や絵カードを用いた
視覚支援ツールが用いられており，またTSD法（Tell-
Show-Do）や正の強化因子を用いたオペラント技法と組
み合わせるとより効果的な行動調整ツールとなることが
知られている１）．その他にも自閉症児の齲蝕の罹患状況
や有用な歯科保健指導について２），長期的な歯科保健管
理についても口腔の清掃状況，歯周炎，齲蝕の発生につ
いてそれぞれ着目した報告が行われている３～７）．今回わ
れわれは，軽度の自閉症と診断された患児に対して，小
学校の養護教諭と連携して歯磨きカレンダーを用いた継
続的な口腔衛生管理を行った症例について報告する．な
お，本症例報告は，患児および保護者の同意を得ている．

症　　例

患者：９歳，男児
主訴：左下の歯が痛い
家族歴：特記事項なし
既往歴：特記事項なし
発育歴：生下時3300g　身長60cm
　初診時に発達についての医療機関での診断は無し．会
話のやり取りが成り立ちにくく，落ち着きがなく，作業
や物事の同一性を維持したがるなどのこだわりが強い傾
向がみられる．過去に歯科治療の経験は無い．
生活環境：家族構成は父，母，祖父，祖母と患児の５人
家族．１日３回食事は決まった時間にとり，歯磨きは１
日１回本人がする．保護者に仕上げ磨きはさせない．学
校は休みがちである．
１　口腔内の状態
　初診時のDMF歯数は14であり，多数歯にC2 ～ C4の
齲蝕が認められ，一部の乳歯と下顎左側第一大臼歯が残
根状態であった（図１）．下顎左側第一大臼歯には一過性
の疼痛を訴えた．全顎的に口腔内にプラークを認め，歯
肉の発赤，腫脹を認めた．歯科治療に対する恐怖心は強
く，口腔内診査，パノラマエックス線撮影のみが可能で
あった（図２）．
２　治療の経過
　薬物調整下（全身麻酔もしくは笑気鎮静法）での歯科治

療を，保護者（母親）に説明した．初診時には保護者のみ
では治療方法を決定できなかったため，一度自宅で家族
と話し合ってもらうように伝え，後日学校の養護教諭同
席の下，再度治療方針について話し合いを行った．その
結果，全身麻酔下による歯科治療を選択となり，保護者
の同意を得た．治療方針決定の２ヵ月後，全身麻酔下に
よる保存治療ならびに抜歯術を行った（図３）．
３　継続管理の経過
術後指導１回目（術後９日目）
歯磨き指導①
PMTCトレーニング（ユニットに座位のままハンドピー
ス用ロビンソンブラシを用いて，手鏡を見ながら前歯部

への効率的な口腔衛生管理のためには，診療室と学校と家庭が連携し患児を支援する環境作りが必要であると考えら
れた．

　キーワード： 自閉症／視覚支援ツール／トークンエコノミー法

図１　治療前口腔内写真
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顎の歯面を研磨した）
歯磨きカレンダーを作製，運用スタート（図４）
リーフレットを用いた，歯磨き・フッ化物の説明
上顎の唇側にプラークを認める

術後指導３回目（術後２ヵ月目）
歯磨き指導③
PMTC
リーフレットを用いた，シーラント・間食と食事の取り
方の説明
保隙装置作製の説明
プラークコントロール良好

術後指導４回目（術後３ヵ月目）
PMTC
療育センターでのテスト結果，精神発達遅滞ならびに軽
度自閉症と診断される．
順を追った治療，声掛け，視覚刺激からのアプローチの
必要性をセンターで指導される．
保隙装置用印象採得のためのトレーニング（印象材を見
て触ってもらう．口腔内に上顎印象用トレーを挿入，
10秒間術者がカウントしながらトレーを保持）
プラークコントロール良好

を研磨した）
上顎の臼歯部全体，上顎の唇側にプラークを認める

術後指導２回目（術後１ヵ月目）
歯磨き指導②
PMTCトレーニング（ユニットに寝てもらい，前回と同
じロビンソンブラシとフッ素入りペーストを用いて，全

図２　治療前パノラマエックス線写真

図３　治療後口腔内写真

図４　歯磨きカレンダー
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QOLの向上に大きな意義があり，有用であるとされて
いる８，９）．今回の症例では，視覚支援ツールとして歯磨
きカレンダーを，正の強化因子としてシール・キャラク
タースタンプを活用することによって，患児の口腔環境
の改善に一定の効果を得ることが出来た．平田ら

（2014）10）の報告では，自閉症スペクトラム児の歯科治
療においては個々の発達レベルや行動を考慮した上で個
別化された支援方法の必要性について述べられている．
個別化された支援の実践のために，本症例では３者に
よって診療室内で話し合った内容を，保護者は家庭へ養
護教諭は職員室へそれぞれ持ち帰り情報を共有してもら
うように努めた．学校内での口腔衛生管理については養
護教諭だけでなく，担任の先生や校長先生にも協力して
もらい患児の口腔清掃の支援を行った．具体的には診療
室での歯ブラシ指導の内容をふまえた口腔清掃が出来て
いるか，数名の教員が分担して給食後に確認しカレン
ダーにスタンプを押した．これは歯磨きカレンダーに空
欄が出来て，患児のモチベーションが低下することへの
配慮である．また，今回の症例では患児の歯科治療に対

術後指導５回目（術後３ヵ月半）
PMTC
保隙装置用印象採得のためのトレーニング（口腔内に印
象用トレーを挿入，30秒間術者がカウントしながらト
レーを保持，上下顎それぞれ行った）
プラークコントロール良好

術後指導６回目（術後４ヵ月目）
印象採得（上下）　咬合採得　
プラークコントロール良好

術後指導７回目（術後４ヵ月目）
保隙用小児義歯（下顎第一大臼歯２本分）SET（図５）
義歯の取り扱い（保存，保管，清掃，破損，使用上の注
意点）を本人，保護者，養護教諭に説明
PMTC
プラークコントロール良好

術後指導８回目（術後４ヵ月半）
義歯調整レジンを一部削合
学校での義歯の取り扱いについて養護教諭と相談（給食
後の清掃・体育の授業時は外す）
上顎唇側にプラークを認める
PMTC

術後指導９回目（術後５ヵ月半）
義歯適合良好
上顎唇側にプラークを認める
鏡を見ながら再度上顎唇側へのブラシの当て方を指導
PMTC

術後指導10回目（術後６ヵ月半）
義歯適合良好
PMTC
プラークコントロール良好

　その後毎月一回リコール．全身麻酔後の管理は，同一
のユニットにて同一の歯科医師が行った．
　全身麻酔より２年，顎の成長のため義歯の再作製を
行った．

考　　察

　自閉性障害のある人の支援に絵や写真を用いた活動ス
ケジュールを利用することは，その人の自立の促進や

図５　保隙用小児義歯
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好ましい行動に対するトークン（シールもしくはスタン
プ）の意味がある．実際にカレンダーを運用したところ，
スタートから21日間のうち20日に一日３回毎食後の歯
磨きが実践できた．Kazdin（1985）15）によるとトークンエ
コノミー法は，行動目標に対する正の強化子に基づく介
入法であり，以下の３つの要素により規定される．①トー
クンすなわち交換の媒体②トークンで交換できる報酬す
なわちバックアップ強化子③トークンを稼ぐ特別の行動
と，トークンが交換されるバックアップ強化子との間の
相互関係を定めているルール体系である．診療室で歯科
医師が準備可能な要素②に加え，診療室と学校と家庭が
協力し要素①と③を口腔清掃支援に対して提供できたこ
とが，患児の自発的な歯磨きに役立ったと考察できる．
また，本症例の患児はプロ野球選手カードや大相撲力士
名鑑など，ある限定された興味について熱中する傾向が
みられた．今回われわれの作製した歯磨きカレンダーに
ついてもある一定の患児の興味を引き出せたことも，口
腔環境の改善につながったと考えられた．
３　小児義歯の作製
　本症例では，両側の下顎の第一大臼歯の歯冠崩壊が著
しく齲蝕が歯肉縁下の歯質にまで広範囲に広がっていた
ため，保存困難と判断し全身麻酔下で抜歯を行った．術
前に抜歯後の保隙の必要性について，本人並びに保護者，
養護教諭に説明を行い，安全性と清掃性を考え可撤式の
小児義歯を作製することとなった．術後口腔衛生指導と
並行しながらTSD法を応用し印象採得のトレーニング
を行った．本症例の患児では歯科治療に対する不安や恐
怖心が強かったため，適応状況を確認しつつトレーニン
グを行い，全身麻酔治療から４ヵ月後に保隙を目的とし
た小児義歯を作製した．知的障害者では義歯の着脱や清
掃や義歯の管理に困難を伴う場面が多く，健常者なら有
床義歯の適応となるような症例においても義歯の使用率
は健常者に比べ低いことが過去の報告16～19）でも明らか
になっている．今回の症例では，義歯装着時に養護教諭
同席の下，義歯の着脱，清掃，管理について説明を行っ
た．学校での義歯の使用の注意点としては，①給食後の
義歯清掃②体育の授業の時間は安全の為に義歯を外す，
の２点を指導しこれを実践してもらった．義歯の使用ス
タート時には違和感を訴えることもあったが，調整後は
違和感を訴えることもなくなり，全身麻酔治療から２年
後に顎の成長により適合状態が悪くなったため再度作製
を行った．現在のところ，月一回の定期健診と合わせて
必要に応じて義歯の調整を行っている．診療室と学校と
家庭が情報を共有し，患児の義歯の使用を３者がサポー

する恐怖心が非常に強くかつ要治療な歯が多数存在した
ため，全身麻酔を選択した．これにより痛みを伴う治療
や抑制治療を回避できたことも，その後の口腔衛生管理
をスムーズに行えた理由であると考えられた．

１　食生活の改善
　全身麻酔下での齲蝕治療後に，清涼飲料や菓子類を日
常的に摂取していては，齲蝕の高リスクな状態の改善が
困難である11～13）．本症例の患児は，保護者から与えら
れたスナック菓子を日常的に間食として摂取していた．
そこで，保護者と患児に対しリーフレットを用いて，齲
蝕リスクの高い食品や飲料に関して，適切な間食の指導
を行った．その結果，保護者の齲蝕予防に対する意識に
変化がみられ，指導後は菓子類や清涼飲料の買い置きを
なくし，間食の回数も減らし，決まった時間に間食をと
るなど改善傾向が見られた．
２　口腔清掃の改善
　口腔清掃方法についても指導を行った．効果的な行動
変容を行うために，オペラント条件付け，モデリング，
シェイピングの応用を念頭に置き歯ブラシ指導を行っ
た．ブラッシング方法については，一度にすべて伝える
のではなく，実践しやすいようにワンポイントに絞って
指導するようにした．顎模型，指導用歯ブラシを用いな
がら，簡潔で分かりやすい指導を心がけた．口腔清掃の
指導は全身麻酔治療後に３回に分けて行った．具体的に
は，一回目の指導では①歯ブラシは部位ごとに順番を決
めて磨く②歯は１本ずつ磨く，二回目の指導では③歯ブ
ラシはペングリップで持つ④歯面に対して90度にブラ
シを当てる⑤歯ブラシの力加減について，三回目の指導
では⑥デンタルフロスの使用⑦フッ化物の有効性につい
て説明を行い，実際にユニット上で鏡を見ながら持参し
てもらった歯ブラシで磨いてもらった．知的障害者への
効果的な歯科保健指導は指導間隔を短期間隔で繰り返す
必要があるとの寺田ら（1995）14）の報告をふまえ，同時
に来院が学校生活の妨げにならないよう１か月間隔の継
続した管理を保護者，小学校の養護教諭とともに検討し
た．また，患児の生活の中心となる学校や自宅での口腔
清掃を習慣付けるツールとして歯磨きカレンダーを作製
した．食後に自発的に歯磨きを行った時は自宅では保護
者からシールを，学校では養護教諭からキャラクタース
タンプをカレンダーにもらえるルールを定めた．カレン
ダーにスタンプとシールが貯まった時に塗り絵シートを
渡すことを患児と約束した．この歯磨きカレンダーには，
視覚的に歯磨きをするスケジュールを構造化する意味と
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17） 小笠原正，川村克己，古暮好昭，福澤雄司，桝田伸二，伊沢
正彦，気賀康彦，山本卓二，副島之彦，渡辺達夫　他，心身
障害者における歯の喪失状況と補綴状況について．障害者
歯　６：29-41，1985.

18） 小笠原正，井沢正彦，渡辺達夫，笠原浩，宮沢裕夫：心身障
害者の有床義歯に関する臨床的研究　第１報　有床義歯使

ト出来る環境を作り出せたことが，患児の小児義歯の導
入を可能にしたと考察された．
４　学校との協力
　本症例において養護教諭の支援や小学校の協力体制の
貢献度は小さくない．保護者に対し，患児の歯科受診を
勧めることにはじまり，治療方針の決定や歯磨きカレン
ダーの作製，小児義歯の学校内での使用など養護教諭が
積極的に口腔衛生管理に参加した．口腔衛生管理の計画
の段階で，「虫歯を治して，お母さんと本人の２人で定
期健診に歯医者さんに通う」ことを最終目標とした．実
際に術後指導３回目までは養護教諭が診療に同席したが
それ以降は義歯の装着の時を除き原則として患児と保護
者のみで来院してもらった．これは，養護教諭の負担を
軽減するだけでなく，将来的に患児が継続して定期健診
や治療に応じてもらえるようにとの配慮であった．患児
の通学する公立の小学校では年度ごとに教員の退職や移
動があることが一般的であり，今現在口腔衛生管理に参
加してくれている教員が来年度以降も同じく学校での口
腔衛生管理に参加してもらえるとは限らない．実際に全
身麻酔後の３年にわたる口腔衛生管理の間に患児は中学
校へ進学したため，それまで患児をサポートしてきた学
校の環境は大きく変化した．中学校進学後も定期的なリ
コールに応じてもらえたのは，初期の段階で最終的な
ゴールを，保護者と患児のみで定期健診に応じると設定
したことが継続的な支援を可能にした要因と考察した．

結　　論

　今回われわれは軽度の自閉症のある患児に対して全身
麻酔下による治療を行い，その後３年にわたって口腔衛
生管理を行った症例について検討した．全身麻酔による
歯科治療に先んじて，保護者，小学校の養護教諭，歯科
医師が術後の口腔衛生管理について協力できる体制を整
えたことが，継続的な口腔衛生管理を可能にしたと考え
られた．

本論文に関する著者の利益相反：なし
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成人における咬合接触面積，咀嚼能力と姿勢，
性差および肥満との関係

濱　口　絢　子・森　川　和　政・藤　田　優　子
市　川　舞　佳・牧　　　憲　司　　　　　　　　

九州歯科大学歯学部口腔機能発達学分野

平成28年１月16日受付
平成28年２月29日受理

Occlusal contact area in adults, Mastication ability and posture, 
Relationship with sex difference and obesity.

Ayako Hamaguchi, Kazumasa Morikawa, Yuko Fujita, Maika Ichikawa, Kenshi Maki

Department of Pediatric Dentistry Kyushu Dental University

Abstract

　Dietary habits in Japan have shown recent changes, such as unbalanced nutrition intake and irregular 
meals, as well as poor eating posture. However, there are few studies of the effects of eating posture, such 
as foot position and trunk inclination, on the area of occlusal contact and masticatory ability. In the 
present study, we examined the correlation of foot position and trunk inclination with occlusal contact area 
and masticatory ability in adults.
　We measured the occlusal contact area using a T-scan Ⅲ®. For masticatory ability, the number of times 
chewing gummy jelly and time until swallowing were determined. For the reference sitting position, all 
subjects were ask to use a posture with the soles of the feet in contact with the ground, while keeping the 
trunk vertical to the floor surface and a horizontal eye-ear plane. In addition, 3 different types of poor 
posture were used. The occlusal contact area was examined in relation to the reference sitting position, 
chewing frequency, and time until swallowing for correlations among the parameters, as well as gender and 
degree of obesity. Furthermore, occlusal contact area, chewing frequency, and time until swallowing were 
compared among the 4 posture groups.
　There was no significant difference between genders in regard to occlusal contact area. In contrast, 
chewing frequency and chewing time until swallowing were significantly lower in males. There were no 
significant differences in occlusal contact area among the groups related to the degree of obesity. However, 
chewing frequency and time until swallowing were significantly lower in the obesity group as compared to 
the standard body weight and low body weight groups. A high correlation was observed between chewing 
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緒　　言

　近年，偏った栄養摂取や不規則な食事，摂食時の不良
姿勢など食生活が変化している．姿勢に関しての調査で
は1979年で約44%，2010年では約69%の小学校教諭が
児童の姿勢が悪い１）と感じており，大学生では自他とも
に猫背と認めるものが約６割であった２）．この要因とし
ては運動不足，IT化による電子機器の使用の増加，携帯
電話の普及などが挙げられるが３），机・椅子の不適合も
一因であると考えられる．五十嵐ら４）は座位姿勢に関し
て，机・椅子の不適合の度合いが強くなるに伴い姿勢の
良い者はみられなくなり，極端に大きさの合っていない

机・椅子の利用は良い姿勢の獲得を妨げる可能性がある
としている．
　これまで高齢者における摂食機能療法の観点から，成
人と高齢者の咀嚼能力の違いや姿勢の変化に伴う咀嚼能
力の変化については報告されている５）．しかし，成人や
小児の日常の不良姿勢の観点からの報告は皆無である．
　そこで本研究では比較的安定した姿勢を保てる成人を
対象とし，咬合接触面積と嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時
間を測定し，不良姿勢が咀嚼機能に与える影響を検討し，
併せて性差と肥満が与える影響も検討した．

frequency and time until swallowing, while no correlation was found between occlusal contact area and 
chewing frequency or chewing time. As for the influence of posture, the occlusal contact area was 
significantly decreased, and chewing frequency and time until swallowing were significantly increased when 
sitting in the 3 different poor posture positions as compared to the reference position.
　On the basis of our findings, it is suggested that chewing frequency and time until swallowing vary by 
gender and degree of obesity. Furthermore, poor posture has effects on occlusal contact area, as well as on 
chewing frequency and time until swallowing.

　Key words：occlusal contact area, chewing frequency, chewing time, obesity, posture

抄　　録

　近年，偏った栄養摂取や不規則な食事，摂食時の不良姿勢など食生活が変化している．しかし一般的な摂食時の姿
勢である足底の接地の有無や体幹の傾斜が咬合接触面積および咀嚼能力に及ぼす影響について述べた報告は極めて少
ない．そこで，本研究では成人を対象に足底の接地の有無や体幹の傾斜と咬合接触面積および咀嚼能力との関連につ
いて検討を行った．
　咬合接触面積はT－scanⅢ®にて測定し，咀嚼能力は検査用グミゼリーの嚥下までの咀嚼回数と咀嚼時間を測定し
た．被験位はいずれも座位によるもので，足底を接地した状態で床面に対して体幹を垂直に，眼耳平面を水平にした
姿勢を基準位とし，不良姿勢を想定した他の３種の姿勢の４種の姿勢を条件とした．基準位における咬合接触面積，
嚥下までの咀嚼回数及び咀嚼時間については各々の相関性，性別との関連性および肥満度との関連性を比較検討した．
また４種類の姿勢での咬合接触面積または嚥下までの咀嚼回数及び咀嚼時間の比較について検討を行った．
　その結果，性別での咬合接触面積は有意差が認められなかったが，嚥下までの咀嚼回数は男性が有意に少なく，咀
嚼時間も男性の方が短かった．また肥満度別での咬合接触面積は有意差が認められなかったが，嚥下までの咀嚼回数
は肥満群が標準体重群，低体重群より有意に少なく，咀嚼時間も有意に短かった．嚥下までの咀嚼回数と咀嚼時間の
間には高い相関性が認められたが，咬合接触面積と咀嚼回数，咬合接触面積と咀嚼時間の間には相関性は見られなかっ
た．姿勢の変化に伴い，咬合接触面積は他の３種の姿勢で基準位より有意に減少し，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間
は有意に増加した．
　以上の結果から，嚥下までの咀嚼回数または咀嚼時間は性別および肥満度で相違があること，また不良姿勢が咬合
接触面積，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間に影響を及ぼすことが示唆された．

　キーワード： 咬合接触面積，咀嚼回数，咀嚼時間，肥満，姿勢
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B．咀嚼機能検査
　咀嚼食品には検査用グミゼリー（カムゾウくん®　有
限会社ママリッシモ）を用いた．田村ら９）の方法に準じ
て，対象者に検査用グミゼリー１粒を自由咀嚼させ，咀
嚼開始から嚥下するまでの時間および咀嚼回数を測定し
た．咀嚼回数の測定は金沢ら10）の方法に従い対象者のオ
トガイを観察し，対象者に嚥下と同時に挙手してもらい，
その時点までの咀嚼回数と時間を測定した．咀嚼実験は
一回ごとに水で含嗽させ，食片の残留を防止した．
　検査用グミゼリーの物性は島ら11）によって測定されて
おり，表１に示すとおりであった．

Ⅲ．肥満度の分類方法
　日本肥満学会が定めた基準12）により，対象者をBMI
によって低体重群（BMI＜18.5），標準体重群（18.5≦
BMI＜25）肥満群（25≦BMI）の３群に分け，比較した．

Ⅳ．分析方法
　得られた値から，基準位［R90-A］における咬合接
触面積，嚥下までの咀嚼回数及び咀嚼時間について各々
の相関性，性別との関連性および肥満度との関連性を比

対象者および方法

Ⅰ．対象者
　九州歯科大学の学生および大学院生52名（男性28名女
性24名：平均年齢24.87±2.49歳）を対象とした．
　口腔内の条件として古市ら６），冨井ら７）の条件と同様
に先天性欠如を含め欠損歯がないこと（第三大臼歯を除
く），また形態を大きく変える歯冠修復物がないこと，
顎関節に異常がないこととした．
　本研究は九州歯科大学倫理委員会の承諾（承認番号
14-7　平成26年６月５日）を受け，対象者に本研究の説
明の主旨を口頭と書面にて十分に説明し，理解と同意が
得られた者に行った．

Ⅱ．測定装置及び方法
　本研究の咬合接触面積測定，咀嚼機能検査における姿
勢条件を次の①～④に設定した．
①  足底を接地した状態で床面に対して体幹を垂直に，眼

耳平面を水平にした姿勢［R90-A］
②  足底を接地した状態で体幹を約45°前傾させた姿勢
［R45-A］

③  足底を接地せず床面に対して体幹を垂直にした姿勢
［R90-B］

④  足底を接地せず体幹を約45°前傾させた姿勢［R45-B］
　前傾は日本リハビリテーション学会制定の関節可動
域８）を参考にした．図１のように対象者は測定実施前に
関節角度計を用いて体幹の角度がほぼ一定に保たれるよ
うに練習し，測定時にはこれを取り外した．また４種類
の姿勢の実験順序はデータの偏りを防ぐためにランダム
に行った．

A．咬合接触面積測定
　咬合接触面積の測定は，咬合接触圧分布測定システム
T-scanⅢ®（ニッタ社）を用いた．T-scanⅢ®は厚さ約
0.1mmのセンサーシートと解析ソフトから構成され，対
象者に口腔内に挿入したセンサーシートを咬合してもら
うとセンサセルにより咬合接触圧を検出できるシステム
である．
　センサーを口腔内に挿入し約２秒間の最大噛みしめを
指示し，最大咬合接触面積を記録した．計測は数回練習
を行い，４つの姿勢で各２回ずつ計測しその平均値を使
用した．

図１　 関節角度計を用いた体幹の角度の設定
（写真の掲載は本人の了解を得ています）
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C．肥満度との関連性
　肥満度別の咬合接触面積，咀嚼回数，咀嚼時間を表２
に示した．咬合接触面積では肥満度別での有意差は見ら
れなかったが，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間では肥満
群が低体重群，標準体重群より有意に小さかった．

Ⅱ．  姿勢の変化と咬合接触面積，嚥下までの咀嚼回数及
び咀嚼時間について

　姿勢別の咬合接触面積，咀嚼回数および咀嚼時間の結

較検討した．統計処理には統計解析ソフトウェアIBM 
SPSS Statisticsを用い，それぞれ相関分析，回帰分析，
対 応 の な いt検 定， 一 元 配 置 分 散 分 析 及 びTukey-
Kramer法を行った．また４種類の姿勢での咬合接触面
積または嚥下までの咀嚼回数及び咀嚼時間の比較につい
て一般線型モデル及びBonferroni法を用い分析を行っ
た．いずれの解析も危険率５％以下を有意差の判定基準
とした．

Ⅴ．再現性について
　T-scanⅢ®の測定のデータ及び嚥下までの咀嚼回数と
時間の信頼性を検討するために，予備研究として対象者
を成人10名とし，２回の繰り返し測定を行った．測定
間には十分な休息を与えた．分析にはBland-Altman法
と級内相関係数を用いた．

結　　果

Ⅰ．  基準位［R90-A］における咬合接触面積，嚥下ま
での咀嚼回数及び咀嚼時間について

A．  嚥下までの咀嚼回数，時間，咬合接触面積との相関
性について

　各々の分布図，または回帰式を図２に示した．咀嚼時
間（x）と咀嚼回数（y）の回帰式はy＝0.605x＋6.926であ
り，相関係数r＝0.929であり高い相関性を示した．一方，
咬 合 接 触 面 積（x）と 咀 嚼 回 数（y）で はy＝ －0.012x＋
36.777，r＝－0.052であり相関性は認めなかった．また，
咬 合 接 触 面 積（x）と 咀 嚼 時 間（y）で はy＝ －0.014x＋
48.672，r＝－0.038であり相関性は認めなかった．

B．性別との関連性
　男女別の咬合接触面積は男性で109.52±65.00mm2，
女性で92.38±44.84mm2であり，男女で有意差はなかっ
た．一方で，咀嚼回数は男性で29.97±9.77回，女性で
42.01±14.55回であり，男性が女性より有意に少なかっ
た．また咀嚼時間は男性で38.39±13.50秒，女性で
57.63±22.96秒であり，男性が女性より有意に短かった．

表１　検査用グミゼリーの物性

図２　 嚥下までの咀嚼回数，時間，咬合接触面積との相関性
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認めなかった．１回目と２回目の測定値はICC（1，1）が
0.98，ICC（1，2）が0.99で高い相関を認めた．

考　　察

Ⅰ．再現性について
　T-scanⅢ®の測定データ及び咀嚼回数と時間はそれぞ
れ級内相関係数では0.9以上であり，また加算誤差・比
例誤差ともに認められなかった．よって，本研究の方法
には再現性があると考えられる．

Ⅱ．咬合接触面積について
　岡本ら13，14）によりT-scanⅢ®は２回試用後の測定で有
効性が認められている．咬合接触面積の測定法ではシリ
コーンゴム咬合検査材（バイトアイ®）も多く使用されて
いる15）．しかし口腔内保持時間が約１分必要で，早期接
触も含めた全ての接触部位を記録するものである．測定
回数が多い本研究では被験者の負担がより小さい
T-scanⅢ®が妥当であると判断し，岡本らの方法に従っ
て測定した．
　Sierpinska T16）らの研究ではT-scanⅡ®での測定結
果は24 ～ 50歳で125.12±46.5mm2であった．本研究で
は101.61±56.73mm2でありやや小さい値となった．池
田ら17）や佐々木ら18）は，年齢の異なる集団で高齢者は若
年者より咬合接触面積が大きいとしており，また非機能
咬頭より機能咬頭での接触状態の変化が加齢に伴い大き
くなったと述べている．よって，加齢に伴う咬耗により
咬合接触面積が増加すると推測される．本研究では対象
者が20 ～ 32歳であり年齢層が低かったため，咬合接触
面積が小さくなったと考えられる．
　男女差について，Owens S19）らは最大咬合力での下顎
第一小臼歯，第二小臼歯，第一大臼歯の咬合接触面積で
性差がなかったとしている．またAbe Y20）の研究でも咬
合接触面積に性差を認めず，本研究と一致している．
　肥満度別でも咬合接触面積に有意差はなかった．過去
に肥満と咬合接触面積に関する研究はなく，今後継続的
な計測で測定数を増やし，さらに検討していく予定であ
る．

Ⅲ．嚥下までの咀嚼回数及び咀嚼時間について
　咀嚼機能の評価法は，粉砕粒子の分布状態から判定す
る篩分法21，22），内容物の溶出量から判定するグミゼリー
法23），混合能力を判定するチューインガム法24），ワック
ス法25）などが挙げられる．田村ら９）は被験者の負担が小
さく再現性のよい検査法として，グミゼリーの咀嚼時間

果を表３に示した．咬合接触面積は［R90-A］に対し
て［R45-A］，［R90-B］，［R45-B］で有意に減少した．
また［R45-B］は［R45-A］，［R90-B］より有意に減
少したが［R45-A］と［R90-B］間での有意差は認め
られなかった．
　 咀 嚼 回 数， 咀 嚼 時 間 と も に［R90-A］ に 対 し て

［R45-A］，［R90-B］，［R45-B］の順で有意に増加した．

Ⅲ．再現性
　T-scanⅢ®の測定データ２回の差の平均は０mm2であ
り，95％信頼区間は－0.08 ～ 0.08mm2，95％一致限界
は－7.48 ～ 7.48mm2の範囲であり，r＝0.15で両者間に
比例誤差は認めなかった．１回目と２回目の測定値は
ICC（1，1）が0.99，ICC（1，2）が0.99で高い相関を認めた．
　咀嚼回数の測定データ２回の差の平均は０回であり，
95％信頼区間は－0.04 ～ 0.04回，95％一致限界は－8.06
～ 8.06回の範囲であり，r＝0.01で両者間に比例誤差は

表２　 肥満度別の咬合接触面積，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時
間

表３　姿勢別の咬合接触面積， 咀嚼回数および咀嚼時間
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と咬合接触面積との関連性は否定できない．しかし咀嚼
回数，咀嚼時間は下顎運動，舌や頬粘膜，唾液などの関
連性も考えられ，本研究より性別や肥満度なども関与し
ていることが明らかになっている．このように多因子の
関与により相関係数はより低くなったと考えられる．

Ⅴ．姿勢の変化について
　安藤ら３）は骨盤を真っ直ぐに起こし，背筋などの筋肉
を適度に使い支える姿勢を良い姿勢と定義している．本
研究では不適合な机・椅子での食事を想定し，良い姿勢
とされる状態と足底を接地できない状態または前傾姿勢
とを比較した．
　咬合接触面積について，［R90-A］は他の３つの姿勢
より有意に大きかった．これは歯牙接触位置の変化，ま
たは咬合力の変化の可能性が考えられる．大前ら40）名
波41）は姿勢の変化でTapping pointや歯牙接触位が変化
したと報告しており，前傾時は前方で接触すると推測し
ている．またT-scanⅢ®は咬合力が増加すると接触点数
も増加すること42）が分かっている．石川ら５）は足底を接
地していない状態では，重心移動距離が大きく咬合力が
低下したとしている．小澤43）堀尾44）は体軸の前方傾斜に
拮抗するために側頭筋や咬筋だけでなく，僧帽筋後頸部
でも筋活動量が変化すると述べており，頭頸部の筋肉が
姿勢の保持にも使用されるため咬合力が低下すると推測
される．
　咀嚼回数および咀嚼時間について，どちらも［R90-A］
＜［R45-A］＜［R90-B］＜［R45-B］で有意に増加した．
姿勢の変化により咬合接触面積が変化したこと，また咬
合接触面積と咀嚼能率に正の相関性があること37，38）か
ら，姿勢の変化に伴い咀嚼能率も変化したと推測される．
　越野ら39）塩沢ら45）の研究により，食塊は硬さや粉砕度
などがある一定の基準になることで嚥下されることがわ
かっている．また咀嚼能率と嚥下までの咀嚼回数には負
の相関関係があること39）から，姿勢の変化による咀嚼能
率の減少を補償し食塊を一定の物性にするために，咀嚼
回数，咀嚼時間が増加したと考えられる．
　嚥下反射を起こす要因として，食塊の物性だけでなく
唾液中の水分も挙げられる48）．前傾位では唾液が前方へ
と移動することが考えられるため，唾液の流れの変化も
咀嚼回数，咀嚼時間の増加に繋がったと推測される．

結　　論

Ⅰ．  男女別での咬合接触面積・咀嚼回数・咀嚼時間のう
ち，咀嚼回数・咀嚼時間に有意差があった．嚥下ま

および咀嚼回数が基準値になり得るとしている．また本
間ら26）はオトガイの目視と嚥下時の挙手までの咀嚼回数
と筋電図の的中度が0.98であり，非常に高い精度である
と報告している．そこで今回は物性や形状が規格できる
簡便な方法として，グミゼリーの嚥下までの咀嚼回数，
咀嚼時間を測定した．
　性差に関してSooijn Pら27）は本研究と同様に，男性
が女性より咀嚼回数が少なく，咀嚼時間も短かったとし
ている．原因として咀嚼サイクルの性差28，29）が考えら
れる．Youssef REら29）は咀嚼筋の断面積が男性の方が
大きく，断面積は筋の張力に比例することから，男性の
方が下顎の運動速度が速くなり咀嚼サイクルも短くなる
と述べている．
　また今回の対象者の男女別BMIを対応のないt検定に
て分析したところ，男性が23.88±3.65，女性が19.87±
2.70でありp＜0.001で男性が有意に大きかった．平成25
年国民健康・栄養調査30）の結果でも，男性が女性より肥
満の割合が多かった．よって，男女での咀嚼回数や咀嚼
時間の違いは性差だけでなく，肥満度とも関連があると
推測される．
　肥満と咀嚼機能は過去の研究31，32）により関連性が認
められている．過体重者は咀嚼能率が低いという報告32）

と咀嚼回数が少ないという本研究の結果から，過体重者
はより大きな食塊を嚥下している可能性がある．また少
ない咀嚼回数では血糖値の上昇が少なく33），満腹感を感
じにくく食事量が増加すること31，34，35）が明らかになっ
ている．大きな食塊では細かい食塊より表面積が小さい
ので吸収しにくいとも考えられるが，食事量が増加する
ことにより肥満に繋がると推測される．
　したがって，肥満改善の方法として咀嚼回数を多く咀
嚼時間を長くすることが考えられる．しかし，まだエビ
デンスが十分とは言えず，咀嚼法の変化という行動療法
が肥満解消につながるのか今後研究が必要である．

Ⅳ．  嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間及び咬合接触面積の
相関関係について

　咀嚼回数と咀嚼時間の間には高い正の相関性が見られ
た．田村ら９），塩野ら36）の研究でも相関性は高く，咀嚼
回数が多くなれば咀嚼時間も長くなることが示された．
　一方で，咀嚼回数，咀嚼時間と咬合接触面積の間には
相関性が認められなかった．平沼37）沖山ら38）は咬合接触
面積と咀嚼能率との相関係数は約0.4 ～ 0.5としており，
また越野ら39）により咀嚼能率と咀嚼回数との負の相関性
も認められている．よって間接的に咀嚼回数，咀嚼時間
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masticatory performance using hydrocolloid material. 
J Oral Rehabil, 30：927-935, 2003.

23） Kazunori Ikebe, Kentaro Mori, Ken-ichi Matsuda, 
Tomohiro Hazeyama, Takashi Nokubi：Reproducibility 

での咀嚼回数は男性が女性よりも少なく，咀嚼時間
も男性が女性より短かった．

Ⅱ．  肥満度別での咬合接触面積・咀嚼回数・咀嚼時間の
うち，咀嚼回数・咀嚼時間に有意差があった．嚥下
までの咀嚼回数は肥満群が標準体重群，低体重群よ
り少なく，咀嚼時間も有意に短かった．

Ⅲ．  嚥下までの咀嚼回数と咀嚼時間の間には高い相関性
が認められたが，咬合接触面積と咀嚼回数，咬合接
触面積と咀嚼時間の間には相関性はなかった．

Ⅳ．  姿勢別では咬合接触面積・咀嚼回数・咀嚼時間全て
に有意差があった．咬合接触面積は体幹が垂直かつ
足底が接地している姿勢［R90-A］で最大値であり，
前傾姿勢かつ接地［R45-A］，または体幹が垂直か
つ非接地の姿勢［R90-B］が次に大きく，前傾姿
勢かつ非接地の姿勢［R45-B］が最小値であった．
また，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間は体幹が垂直
かつ足底が接地している姿勢［R90-A］がそれぞ
れ最小値であり，前傾姿勢かつ接地［R45-A］，体
幹が垂直かつ非接地［R90-B］，前傾姿勢かつ非接
地［R45-B］の順で増加した．

　以上の結果から，嚥下までの咀嚼回数または咀嚼時間
は性別及び肥満度で相違があること，また不良姿勢が咬
合接触面積，嚥下までの咀嚼回数，咀嚼時間に影響を及
ぼすことが示唆された．
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